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　1　序として
　1970年代になって．世界経済の再編成について論じら
れるようになった（1）。1971年のニクソンによる新経済政
策の宣言がその契機となったようである。ニクソン大統
領は，この新政策において，ドルと金の関係を完全に遮
断することを宣言している。このことは，戦後世界経済
の体制を構築していた最も重要な柱となっていた国際通
貨体制を崩壊させるものであった。こうしてIMF・
GATT体制といわれた戦後世界経済の枠組みはその支
柱を失って，崩壊せざるをえなかったのである。
　すなわち，1940年代に構築された世界経済の体制は，
70年代においてその程度の差はあれ，崩壊の過程に入っ
たものとの認識については一致しているものと思われ
る。つまり1970年代は，世界経済体制の崩壊を課題とす
るにいたった時代であるという，そういう時代認識をも
つこととなったのである。こうしてこの体制の崩壊が資
一88一
個 人 研
?
本主義体制にとっての危機であるか否かは別としても，
とにかく世界経済の新しい秩序の再編成が課題となって
いることには間違いないようである。
　ところで，1974年の国連資源特別総会において，「新
国際経済秩序樹立に関する宣言と行動計画」を採択し
た。この決議のなかで新秩序の必要性について次のよう
にのべている。「世界人口の70％を占めている発展途上
国は，世界の全体の収入の30％しか得ていない。現存す
る国際経済秩序のもとでは，公平かつバランスのとれた
国際社会の発展を実現することが不可能であることが証
明された。」（2）
　この国連決議は，現在の国際経済秩序が不公平かつ不
均衡なものであるが故に，改革し，新しい秩序にしなけ
ればならないという指摘である。しかし，その後の世界
経済の動向は，必ずしもこの国連決議に沿って，新秩序
樹立の方向に動いているわけではない。資本主義世界経
済体制は，国連決議で示されたような方向への再編成へ
は動いていかないのは何故なのか。資本主義世界経済の
再編成原理とは何か。現在IMF・GATT体制の崩壊が
現実にすすんでいるなかで再編成の課題はどのように理
解されるべきなのであろうか。資本主義世界経済の発展
過程をたどり，そのなかにおける再編成原理を折出する
ことを通じて，新国際経済秩序の樹立のもつ意義とその
現実性についての考察をすすめていきたいと思うのであ
る。
　H　資本主義の全般的危機と再編成の課題
　帝国主義諸列強間における対立によって起った第1次
世界大戦は，ロシアの資本主義からの離脱＝＝ソ連邦の成
立をもたらし，資本主義の全般的危機の開始となった。
このときから世界経済の再編成という課題は，必ずしも
資本主義の枠内において達成されるというものではな
く，社会主義への移行という問題と背中合わせで提起さ
れることになったのである。
　帝国主義諸国間の矛盾と対立を特徴とする帝国主義世
界体制は，ついにブロック主義にまでゆきつくのであ
り，この諸ブロックに分裂した世界市場は，そのなかか
らファシジムを生みだすことによって，矛盾と対立はま
すます先鋭化した。そして，このファシズムは第1次大
戦後に成立したソ連の社会主義体制を崩壊させることを
目的としていたことによって，帝国主義諸国はこれを是
認していたのであったが，しかし，ファシズムは本来帝
国主義諸国間の矛盾によって生みだされたものであり，
他の帝国主義の排除による世界支配の実現を志向するこ
とを本質的内容としていたのであるから，政策的にそれ
が反共主義であっても，単なる反社会主義体制というこ
とにとどまりえないものであった。
　このようなファシズムの国際的性格は，その対外的侵
略行為によって，帝国主義諸国の間の対立を激化させる
こととなり，社会主義ソ連をも含めた反ファシズムの広
汎な勢力を形成する基盤をつくりあげていくことになっ
たのである。このファシズムによる世界支配体制の形成
の企図と武力による実現への行動は，反ファシジムの立
場にたった世界像を提起し，これに対抗するという局面
をつくりあげることとなったのである。こうしてブロッ
ク主義から帝国主義諸国間の矛盾と対立の激化によっ
て，第2次世界大戦へと展開していったのではあるが，
しかし，この第2次世界大戦は，単なる植民地領有をめ
ぐっての，植民地再分割戦争の枠にとどまりえないもの
になっていたのである。したがって，第2次大戦後の世
界経済の再編成という課題は，植民地再分割戦争で勝利
した側が，帝国主義体制を自己に有利な形態で再編成す
るという内容に限定されているわけではなかった。そこ
には当然ながら，社会主義への移行という，すなわち，
帝国主義そのものの危機という事態が，現実の問題とし
て世界の広汎な地域でおこりうる可能性をうみだしたの
であった。
　こうして従来の世界経済の再編成が，　「世界市場の分
け前のたえざる再編成」（3）という資本の論理が，基本的
に貫いていたものであったが，第2次世界大戦ののちに
おいては，社会主義諸国が多数出現して，新たな国際経
済関係を形成し，しかも，その後も，こうした新しい国
際経済関係に参加する国ぐにが生じるという事態に直面
しつつ，資本主義世界経済の再編成を達成しなければな
らなくなった。
　1941年に米英両国の会談にもとずいて作成された大西
洋憲章は，戦後の世界経済の再編成に関する基本的構想
を示すものであった。この憲章においてあきらかにされ
た再編成の原理は，自由・無差別・多角原理と国際協力
原理とからなりたっている（4）。
　自由・無差別・多角の原理は，アメリカ体制を確立し
ていくものとしてきわめて重要なものであった。第2次
大戦を通じて成長したアメリカの工業生産力は絶対で，
1948年の資本主義世界の工業生産中にしめたアメリカの
比率は，56．4％に達していた。しかも，他方ヨーロッパ
等の他の国の工業生産は，戦争による破壊で，人々の生
活を支える力をもっていなかった。アメリカのイニシア
ティブは当然のことであり，世界的に受入れざるをえな
かった。こうした条件を利用して，ブロック主義を否定
する「自由・無差別・多角」を原理とする，よりグロー
バルな世界体制としてのアメリカ体制が形成されていく
のである。
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　ところで，国際協力の原理に関しては，その再編成の過
程において少々複雑な経過をたどったものとして理解し
ておくことが必要である。すなわち，それは，当初，大西
洋憲章のなかにとりいれられる経過では，イギリス側の
主張として，ケインズが強く要求していたのである（5）。
　このケインズの考えは，戦後の国際通貨制度樹立の過
程で，ケインズ案として知られているような具体的形態
をとってあらわれている。すなわち，ケインズ理論によ
れば，国際経済の領域においても国内と同じように，管
理通貨制度が樹立され，一国経済内における完全雇用を
目標においた経済拡大政策の国際間への展開が実現し，
国際貿易の拡大が実現していくような制度的保障が成立
しなけれぽならなかったし，そのためには国際協力の原
理が適用されなければならなかったのである。ところ
が，現実のIMFの基礎となったホワイト案は，ドルを
基軸通貨とし，ドルのもつ金との関連性を基礎にした制
度を指向していた。国際協力によって「金からの解放」
を実現しようとしたケインズ案とは異質のものであっ
た。
　こうして，現実のIMFのもとにおける国際協力は，
ドル体制への協力，つまり，アメリカ体制を通貨制度に
おいても確立し，なお各国に国際協力を強要するという
内容のものに変化したということができるように思う。
　大西洋憲章成立当時の，ファシズムに対抗して彼らの
となえる「新秩序」なるものに反対して世界経済の再編
成をなしとげようとするための国際協力から，社会主義
体制に対抗し，社会主義への移行期における資本主義の
維持を目的とした資本主義世界経済の再編成原理として
の国際協力へと，そのもつ意義は大ぎく変わり，またイ
ギリス側が主張していた平等な関係における協力とは異
り，アメリカ体制への協力という側面を強くもつように
なったとはいえ，国際協力そのもののもつ意味は，いっ
そう重要になっていったのである。
　この二つの原理は，1960年代の高度成長期を迎えて，
その有効性を発揮し，成果を謳いあげることができた。
だが，すでに植民地体制は崩壊し，多くの発展途上諸国
が，自主的な独立国家として資本主義世界の政治経済に
包摂されたとき，これらの原理の有効性はなお働いてい
たのであろうか。1959年にキューバ革命が成功し，社会
主義への移行を開始した。また，アジア，アフリカ地域
で，社会主義をめざして人民民主主義の国づくりをすす
めている国が生れている。つまり，第2次大戦後の世界
経済の再編成を実現した原理は，植民地体制が崩壊した
現実に対しては，どのように適応すべきなのであろう
か。いわゆる南北問題に対応しようとするとき，上記の
2つの原理は有効性を保つためには，別の原理を必要と
したのであった。それは新植民地主義である（6）。
　こうして，戦後の帝国主義は，自由・無差別・多角原
理，国際協力の原理，新植民地主義の三つの原理を適用
してその体制を再編成し，世界経済を支配してきたので
あったが，IMFの崩壊，資源ナショナリズムの台頭な
どによって体制的危機にみまわることになった。
　皿　発展途上国の要求と世界経済の再編成
　（1｝戦後世界経済の矛盾
　第2次大戦後において資本主義世界経済の再編成に関
する原理のもつ特徴について考察してきたが，これら諸
原理は，帝国主義的支配と抑圧によって結合され，帝国
主義の現代における発現形態としての特徴をもっていた
のである。したがって，すでにのべた三つの原理は，個
々の原理としては，一定の歴史的必然性をもって出現し
てきたのであったが，それらが帝国主義体制を維持する
原理として結合されるとき，相互に相矛盾する側面をも
っていたのである。すなわち，国際協力の原理は，つね
にアメリカ体制の維持のための協力として顕現し，ヨー
ロッパなど他の先進諸国に対して，つねにアメリカへの
依存をもとめる同盟を強要するものであった。そしてこ
のような国際協力の原理は，アメリカと他の先進諸国と
の間の不均等発展の結：果，その矛盾をあらわにすること
となった。
　また新植民地主義は，植民地体制の崩壊ののちに，発
展途上諸国を資本主義体制のなかにとどめ，社会主義へ
の移行を阻止しようとしたのであるが，発展途上諸国を
包含していくためには，世界的規模による発展のための
資本の散布がおこなわれ，途上国の発展への要求を一定
程度受入れることをその内容としていなければならな
い。支配・従属を本質としながら，発展の要求をうけ入
れていくところに新植民地主義の矛盾がある。
　「新植民地主義は，その戦略として一定の限度内であ
れ，資本主義的発展を促し，一定の限度内であれ生産力
の発展を促し，それを通じて経済的併合を維持・強化し
ようとする。このことはいやおうなしに発展途上諸国の
民族の基本勢力との矛盾を深めるとともに，発展途上諸
国自体の資本主義と新植民地主義に反対する階級および
階層を生みだしていく。それは労働者階級と民族主義的
小ブルジョアジーである。」㈹
　こうして第2次大戦後に成立した世界経済体制は，そ
の経済発展にともなって矛盾が深まっていった。すでに
のべたようにブロック主義を克服して，世界経済の拡大
と発展をもたらしたところにその再編成の原理の意義が
あったわけであるが，その経済の拡大と発展の内容は，
ともに先進諸国間，ならびに発展途上国と先進国との間
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の矛盾を激化していく原理ともなっていたのである。
　1970年代になって，世界経済の局面においてこうした
矛盾がはっきりとあらわれることになった。第1にアメ
リカ体制の中軸となるIMF体制は，ドル危機の深化と
ともに，ドルを他の通貨よりも優位にたたせる基盤とな
っていた金との関係を絶つことによってアメリカ体制は
崩れ，各国が対立と調整をくりかえすこととなった（8）。
　第2は，60年代から実現している発展途上諸国に対す
る援助を中心とした「国連開発の10年計画」の破綻であ
る。現在の体制下における開発援助計画は，開発がすす
むとともに南北開の格差は拡大し，さらに新植民地主義
の基地となった従属政権下の従属的資本主義化の促進は
南の国ぐににおける格差をもつくりだし，発展途上諸国
の自立的発展をより困難にし，この新たな矛盾が南北問
題のいっそうの深刻化として顕現化してきたのである。
　第3は，こうした矛盾の激化のなかで，新たなアメリ
カ体制の構築をもみなけれぽならない。自由・無差別・
多角主義は．アメリカの進出のために世界市場を開放さ
せるものであった。これは通商面においては，アメリカ
の国際競争力の低下によって進出がはぽまれはしたけれ
ども，資本輸出の面においては，多国籍化という現象と
なってあらわれており，多国籍企業の世界的展開として
の新たなアメリカ体制の構築ということができるのであ
る。ところで，多国籍企業の進出では，たしかにアメリ
カの資本輸出が顕著ではあるが，他の帝国主義諸国の独
占体の進出もみられ，より新たな国際独占体の融合と反
発へと発展し，帝国主義支配の中心部分の新しい形態と
なってきている。しかし，この独占資本の進出は戦後経
済成長の限界という世界市場の壁に遭遇して，先進諸国
間および南北間の矛盾を激化することとなり，70年代半
ぽ以降の世界経済の危機をおしすすめ，新たな再編成の
拾動をおこすこととなった。
　大戦後の世界経済再編成の原理は，すでに指摘したよ
うに，本質的には帝国主義の再編成のための原理であっ
たが故に，その矛盾が深化した段階で，反帝国主義の立
場からの再編成のための原理が提起されることとなっ
た。また，戦後の再編成の原理は，社会主義への移行期
に直面していたが故に，すでに当初からその限界性がは
っきりしていた。そして社会主義世界体制が成立してい
る以上，その影響をたえずうけることも考慮にいれなけ
ればならない。こう．して帝国主義に反対し，それに対抗
する力の基盤も強化されているという状況のもとで，ふ
たたび再編成の必要が生じてきているのである。したが
って，その再編成は，現在の世界経済の抜本的改革を内
容とする再編成の原理であり，それが，非同盟運動のな
かから提起されたのも当然のことということができよ
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う。
　②　非同盟主i義と世界経済の再編成－
　非同盟運動は，戦後再編成された帝国主義体制が，反
共軍事同盟の形成へとすすんだことに対抗し，これに反
対する運動として展開された。したがって，それは自立
した国家の意志と国家の主権の確立を尊重するもので，
そのような国々を構成単位としてあらたな平等で民主的
な国際関係を樹立しようとするものである（9）。
　こうした立場にたった非同盟運動からみると，大戦後
独立し，国家主権を確立した発展途上国の出現と，こう
した国ぐにの国際関係形成の過程はきわめて重大な関心
事となる。すなわち，すでに戦後再編成された帝国主義
体制のなかに発展途上国は一応政治的に独立した国とし
て包含されながら，なお強力な金融的経済的支配のもと
におかれ，依然として従属的状態におかれていたので
は．非同盟運動の広がりと発展は阻まれてしまうのであ
る。したがって，発展途上国の経済自立の達成，その国
民経済の自主的発展の促進は，非同盟運動の世界的展開
と大きくかかわり．その成否を決定するほどの比重をも
っているとさえ考えられるのである。だから，非同盟運
動は，南北問題に対してとくに重大な関心を示してきた
し，国連の開発戦略に厳しい姿勢をとってきたのであ
る。1964年の第2回非同盟諸国首脳会議の「平和および
国際協力綱領」のなかでつぎのようにのべている。
　「1961年にベナグラードで採択され，1962年にカイロ
で推敲された諸提案の一成果として，UNCTADを1964
年にジュネーブにおいて開催したことに留意し，このジ
ュネーブ会議が発展のための新たな国際経済政策の展開
における第一歩を刻むものであり，かつ将来の前進への
健全な基盤を提供するものであるにもかかわらず，その
達成された諸成果は発展途上国の本質的要求にとって十
分なものでなく，また適切なものでもなかったことを考
慮し，ジュネーブ会議の閉会に際しておこなわれた「77
力国」発展途上国の共同宣言を支持し，かれらの連帯の
強化に対する会議参加国の協力を誓約する。」（10）
　ここでは明確なかたちで，発展途上諸国の経済自立の
達成が，非同盟運動の内容となっていることについて意
志表示がされている。経済的自立を達成し，発展途上国
の独立が完成し，そこに自立的国家を基礎にした平等で
民主的国際関係が形成されていくということは，非同盟
運動のかかげる目標でもあるわけで，こうした関係の創
出は非同盟主義を構成する重要な要素となっているので
ある。だから，非同盟諸国第5回首脳会議の政治宣言に
おいて，つぎのようにのべているのである。「非同盟運
動の概念そのものは，1955年のバンドン会議で具体的表
現を与えられた」（11）と。
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　したがって，1961年に開かれた第1回非同盟諸国首脳
会議の宣言のなかでも発展途上国の工業化と貿易に関す
る国際会議の開催が勧告されていたし，ひきつづいて
1962年のカイPで開かれた「経済発展の諸問題に関する
会議」においても，さらにより具体的に1963年に国連世
界貿易会議を召集するための作業をすすめるようにとの
要請がなされていたのである。こうしてUNCTADの
開催とその設置は，あきらかに非同盟運動の成果であ
り，その内容として「国際貿易の基本原則」が決定され
たことは劃期的なものといえるのである。
　ところが，UNCTADの役割が，国連の開発10年計
画の具体化にあるにもかかわらず，先進国はIMF・
GATT体制に固執して，第1回総会で決定された国際
貿易に関する原則を阻げてきた。したがって，60年代か
ら70年代へと第2次国連の開発10年計画が実行されて
も．南北問題は深刻の度を加える一方で，発展途上国の
経済自立はかえって遠のいてしまったのである。
　「表面的に発展途上国の課題に注意をむけるだけで，
自分たちの利益のために現在の秩序を永続させようとす
る大多数の先進国の願望は，進歩をめざすわれわれのあ
らゆる企図を事実上無効にしてきた。このため「第1次
国連開発の10年」は失敗し，第3回UNCTADの勧
告は，十分に実施されず，　「第2次国連開発の10年」の
最初の3年間も満足のいく結果はえられていないという
ことは，国際開発戦略の諸目標の達成を危機にさらして
いる。」（12）
　先進国のこうした態度は，開発戦略を危機にさらすだ
けではなく，世界経済の危機を深め，新たな再編成へ，
すなわち，新国際経済秩序樹立へと非同盟運動をもりた
てていくことになったのである。すなわち，先進国の帝
国主義的態度が，発展途上国の経済自立を困難にし，南
北格差を拡大し，ひいては世界市場の狭阻化をまねいて
いる以上，世界経済の現行秩序に対する抜本的改革を内
容とする新秩序の樹立が，非同盟運動の課題として提起
されているのである。
　1976年の第5回非同盟諸国首脳会議の「経済宣言」は
こうした関係にくわしく言及してつぎのようにのべてい
る。
　「非同盟諸国国家・政府首脳は，政治的独立と主権行
使とめざす斗争が経済的解放の達成のための斗争と切り
離しえないことをかさねて確認する。発展途上諸国が政
治面における主権と独立をを経済面での主権と独立の達
成のための手段として行使することは重要である。国際
交渉での経済問題の討議こそ，今後，国際政治の主要関
心事となるであろう。」
　「1973年にアルジェで開催された第4回首脳会議は，
非同盟諸国と他の発展途上諸国の問の相互協力の転換点
となり，その決定と勧告は新国際経済秩序の樹立をめざ
す集中的国際交渉の基盤となった。」と明確な位置づけ
をおこない，新国際経済秩序の樹立が非同盟の方針でも
あると，次のように定義づけている。「発展途上諸国の
イニシアチブにもとづき，第6回国連特別総会において
採択されたr新国際経済秩序樹立のための宣言』とr行
動計画』および第29回国連総会において採択されたr諸
国家の経済権利義務憲章』は，非同盟の一般方針および
経済計画の方向を明確にしめすものである。（中略）こ
れらの基本文書に規定された諸原則の国際的承認は，こ
れらの文書に普遍的価値を与えるとともに，国際経済関
係に平等をもたらそうとする努力への大きな貢献となっ
ている。」（13）
　このように非同盟運動の強力な展開によって新国際経
済秩序は，しだいに新たな国際関係の樹立への槙杵とし
ての役割を発揮していくことになるのであるが，先進国
は現行体制の維持のために，この改革への道を阻み，そ
の搾取制度の維持に最大限の努力をかさね，この対立は
ますますはげしいものとなってきている。
　（3）軍縮と世界経済
　非同盟運動の課題のもうひとつは，軍拡競争と軍事ブ
ロックに反対し，平和5原則にもとつく国際関係を樹立
することである。1961年4月に開かれた非同盟諸国の外
相による準備会議で，非同盟諸国首脳会議への参加の基
準5項目をつぎのようにきめた。①平和共存にもとつく
自主的政策の遂行，②民族解放運動の支持，③軍事プロ
ックへの不参加，④軍事条約を結ぽない，⑤領土内に外
国の軍事基地をおかない。こうして1954年にネルー周恩
来によって確認された平和5原則を支持する25力国によ
って，1961年9月第1回非同盟諸国首脳会議が開かれ，
軍事ブロックに反対し，平和共存を原理とする国際関係
の樹立を宣言するとともに軍縮の実現と軍事ブロックの
解消をよびかけた。
　この非同盟運動の課題は，容易に実現するものではな
いが，平和5原則にもととずく国際関係を樹立し，非同
盟運動に参加する国は，1979年の第6回首脳会議には，
95力国（解放組織の正式メンバーを含む）となり，しだ
いに拡大している。そして，米・ソを中心とする軍事ブ
ロックの解消へむけての軍縮の促進をよびかけてきたが
1978年5月に国連軍縮特別総会が開かれ，国連を舞台に
して軍縮がすすられることとなった。
　現在，大量の資源が，人びとの生活の向上のためや，
社会の発展のためではなく，軍事的目的に浪費されてい
るのであって，軍縮の実現は，新国際経済秩序の樹立に大
いに貢献する。こうした意味で新国際経済秩序の原則の
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最初に平和5原則がかかげられているのである。だから，
国連軍縮特別総会の宣言はつぎのようにのべている。
　「毎年兵器の製造や高性能化のために費やされる何十
億ドルが世界の人口の3分の2の人びとの窮乏，貧困と
暗く鋭い対照をなしている。この膨大な資源の浪費は，
あらゆる国とくに発展途上諸国で発展のために緊急に必
要とされている物的資源だけでなく，技術的人的資源を
も軍事目的にむけるという点できわめて重大である。こ
うして，軍拡競争がもたらす経済的，社会的結果はきわ
めて有害でありs軍拡競争の継続は，正義，平等，協力
にもとずく新国際経済秩序の実現とは明らかに両立しな
い。したがって，軍縮措置の実施により得られる資源
は，すべての人民の福祉を増大させ，発展途上国の経済
条件を改善するのに役立つように使用されるべきであ
る。」（14）
　非同盟諸国が総会準備委員会に提出した宣言案による
と，世界の年間軍事支出は4，000億ドルに違していると
指摘されている。この軍事支出が社会的，経済的，文化
的発展に活用されたならば，たしかに人類社会の現実は
大きく変わっていたことが予想されるのである。総会宣
言ではとくに発展途上国の開発にふれているのである
が，それにつきないであろう。
　例えば，「広範な社会大衆を能動し，彼らの要求と欲
求をかなえること」（15）といわれている社会主義的方法の
発展パターンに属している国ぐににとって軍事支出は，
大衆の要求をかなえることをひきのばしたり，その水準
を引き下げたりするような直接的影響を与えている。平
和共存政策にたち，軍事ブロックをしだいに解消してい
く方向を求め，技術，資本，原材料を軍需から民需に転
換することによってのみ社会主義的方法の真の成果をあ
げることができるようになろう。さらに，社会主義諸国
が非同盟運動のかかげる軍縮の方向をめざせば，より多
くの援助を発展途上国に供与することができよう。1978
年の非同盟外相会議では，次のような指摘があった。
　「外相たちは，先進社会主義諸国からのODAが1974
年の10億ドルから1975年の8億ドルへ，さらに1976
年の5億ドルへと下がり，1976年のそれがそれら諸国の
GNP合計の0．1％末満であったことに遺憾の念をもっ
て留意した。」（16）
　軍事支出削減問題の主要対象が，帝国主義側にあるこ
とは言うまでもない。帝国主義体制を維持するための軍
事プロッW，軍備拡大に反対し，これを解消していくこ
となしには新国際経済秩序の樹立はない。社会主義諸国
の平和共存政策は，非同盟運動との連帯の強化が望まれ
る所以である。第6回非同盟諸国首脳会議の経済宣言で
は次のようにのべられている。
　「国家・政府首脳は．軍拡戦争への人的，物的資源の
持続的投入が非生産的，浪費的であり，人類にとって危
険であり，新国際経済秩序の実施の努力と両立しないこ
とを改めて強調し，また全般的完全軍縮の諸措置を適切
な速度をもって採択，実施するとともに，とりわけ，主
要大国によりこの過程で解放される資源の相当部分を発
展途上国の経済・社会発展に利用することの必要性と重
要性とを再確認した。これは，また発違した諸国の成長
を促進することになるであろうし，それによって世界経
済の均衡のとれた成長および国際的な平和と安全の雰囲
気の創出に貢献することになろう。」（17）
　IV　移行期における世界経済の再編成としての新国際
　　経済秩序
　（1）危機の性格
　第2次大戦後の世界経済の再編成が実現していった過
程で，特徴的な現象は，国際投資の大規模な展開であ
り，その中心部分における高度経済成長の実現であっ
た。しかし，この過程は，他方で南北間の格差を拡大
し，国際分業関係を先進国相互の市場領域に極度にかた
よったものにしていったために，アジア，アフリカ，ラ
テン・アメリカの3大陸にまたがる市場の拡大を実現し
えず．生産力の飛躍的発展に対しての世界市場全体の狭
隙化という資本主義にとっての本質的矛盾がしだいに明
確になってきたのである。つまり，1960年代の資本主義
の高度成長は，発展途上国の犠牲，とくに産油国の犠牲
の上に実現していたのであり，このような世界経済の構
造を基盤としている以上，国連の開発10年計画による援
助は，何らの成果をあげえず，先進国の独占資本の進出
を促進することになり，1部の国における従属的資本主
義化をもたらし，先進国市場の拡大をめあてとする経済
成長という現象を生じさせ，新植民地主義の一定の成功
とみられるような中進国的成長現象がみられたのであ
る。しかし，これら諸国の開発は，従属的性格が強く，
先進国の高度成長政策のゆきづまりによって大きな打撃
をうけている（18）。
　生産の拡大と市場の狭阻性という資本主義の本質的矛
盾は，現在の世界経済の状況のもとでは，南北問題の激
化，発展途上国経済の危機という形態であらわれ，その
ことが資源ナショナリズムの拾頭となったのである。し
たがって，独占資本主義が植民地抑圧とその再分割をと
おして世界経済の再編成をなしとげ，帝国主義的展開の
新たな秩序をつくりあげるという意味での再編成原理が
通用する時代ではなくなっている。すなわち，資源ナシ
ョナリズムは，現行の世界経済の秩序に反対し，発展途
上国の犠牲による高度成長を批判する勢力として拾頭し
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てきた以上，資本主義の本質にねざす矛盾は，先進国の
高度成長のゆきづまりという事態にまですすみ，資本主
義体制の危機にいたっている。ところが，先進国首脳会
議は「われわれの経済の持続的成長は，発展途上国の成
長のために必要であり，また発展途上国の成長は，われ
われの経済の健全性に大きく貢献するものである。」（ラ
ンブイエ宣言より）と宣言して，先進国の成長を第1義
的に強調し，それを発展途上国の成長の前提においてい
る。これはあきらかに事態の正確な認識と相対立するも
ので，すでに破綻しつつある旧秩序を発展途上国におし
つけようとする姿勢だといわざるをえない。
　しかしながら，先進国がいかにかたくなな認識に固執
しようとも，現実の危機はしだいに深化している。まず
第1に成長率の低下がある。先進工業国のGDPの成長
率は，全体として50年代には年率4．1％，60年代には，
4．9％であったものが，70年代に年率3．4％となり，国
連の評価では，79年は3．2％程度におちつき，80年には
さらに悪化して1．5％となるであろうと予測されてい
た（19）。
　成長率低下の上に，さらに第2としてイソフレーショ
ンの進行があげられる。高度成長期の60年代には物価は
安定し，卸売物価指数は対前年比でどの先進国もほぼ
3％以内の上昇におさえられていたが，70年代には，73
年までの時期でも6～7％上昇を示しており，74年には
一挙に20～30％の上昇となり，78年になると，3～9％と
若干落着きをみせている。しかし，もはや60年代のよう
な安定はみられず，国連が先進工業国を全体としてまと
めた消費者物価では，対前年比で1977年8．4％，78年
7．5％，79年9．　9％の上昇となっている（20）。
　70年代に入ってからの物価上昇は，原油価格の引上げ
が大きな要因には違いないのであるが，独占資本はそれ
を価格に上積みして利潤を大幅に増加させている。そし
てこのことが，経済成長率をおしさげることとなり，長
期停滞現象をもたらしてしまうのである。すなわち，ゆ
るやかな物価上昇による持続的経済拡大を実現していく
というメカニズムはもはや作動しなくなり，停滞とイン
フレーションの結合現象が常態となったのである。
　ところで，こうした状態では，当然，先進国の拡大を
基礎にした国際経済の発展と，そこでの発展途上国の一
定の開発はのぞめなくなってしまう。こうしたなかで，
先進資本主義諸国は，非産油発展途上国の犠牲におい
て，独占利潤を追求し，現在の秩序を維持しようとして
いる。この路線は一時的には成功しても，結局市場の狭
陞化となってはねかえってくるのであり，経済の停滞現
象をより深刻なものにしていく。こうして現行の国際経
済秩序を維持していくこと，換言すれば，現在の帝国主
義体制を維持していくことを前提としての再編成による
危機克服が不可能になっているところに，移行期の世界
経済再編成問題の特徴があるということができる。
　②　危機克服のための新国際経済秩序
　現行の世界経済秩序は，先進資本主義国の経済成長を
最優先に位置づけて，その成長力を軸にして世界経済を
拡大し，発展途上国の開発を導びこうとしているのに対
して，新国際経済秩序の原則は，発展途上国の経済発展
を優先させて，世界経済の拡大を計り，現在の危機を克
服しようとするものである。つまり，従来の秩序やその
世界経済発展の原理として実行されてきたものは，先進
国中心主義であり，先進工業国の経済成長に従属ないし
は依存して発展途上諸国の経済開発がすすめられてい
た。こうした戦略がゆきづまっている以上，従来とは異
った視点から発展途上諸国の開発問題をとりあげ，第三
世界の経済発展を中心においた世界経済の発展を展開し
なけれぽならないのであり，こうした視点にたって新し
い国際経済秩序の確立をめざそうとするところに新国際
経済秩序の基本的立場がある。
　発展途上諸国の自立的経済発展のための力はどこに求
められるか。第1にあげられるのは，天然資源に関する
主権の確立である。天然資源に関する発展途上国の主権
を確立することによって，それを自国の経済発展のため
に活用することができる。産油国の原油価格を決定する
際の要因として自国経済の工業化が考慮されている。資
源に関する主権の確立は，現行秩序における独占資本の
利益にかなった資源の最適配分原理と対立するものであ
って，独占資本をしりぞけ，発展途上国の経済発展を促
進するための重要な原理となっている。
　第2には，一次産品価格の安定と発展途上諸国の貿易
収入の増加がある。
　「これまでの世界経済秩序のなかでは，たとえば1963
年から1973年にかけて，第三世界からの農産物輸出価格
がわずか19％しか上昇しなかったのに対して，第三世界
が輸入する農産物の価格は26％，工業製品の価格は42％
も上昇した。債務返済の負担の増加という問題に加え
て，発展途上諸国の国際収支の赤字が1973年の122億ド
ルから1974年の335億ドル，1975年の400億ドル余りへ
と増加した。」（2D
　このような交易条件の悪化による発展途上国の損失に
ついては，多くの人々によって指摘されているが，まず
重要なことは，発展途上国に輸出する農産物価格のイン
デクti・一ションの実現や，一次産品価格安定のための共
通基金の設置などによって発展途上国の輸出収入の大幅
な増大による経済発展のための資金を確保することであ
る。この方法による資本形成（＝資本蓄積）は援助供与
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などと異り，発展途上国の自立的で全面的な経済発展の
ための基盤となって世界経済全体への波及効果は大き
い。
　第3には，工業化の促進と国際分業の調整が重視され
ねぽならない。工業化の目標として2000年までに発展途
上国の世界工業にしめるシエアを25％とすることが，国
連工業開発機構（UNIDO）第2回総会（1975年）で決
定されているが，そのこの過程は不満足なもので，まだ
8％にしか違していない。新国際経済秩序のもとでの工
業化は，自立的性格のもので，現在の危機を克服するた
めの世界市場拡大の波及効果をもつものと考えられてい
る。　　　　　ぬ
　すなわち，「先進諸国から発展途上諸国へのしかるべ
ぎ産業の再配置，先進国での合成品・代替品生産と発展
途上国からの天然産品供給との調和，途上国の開発目的
に即した，多国籍企業の制限的商行為の一掃とその諸活
動の効果的管理などによる新しい国際分業にもとずく世
界の生産の根本的再編成」（22）を違成していかなければな
らない。
　第4としては，集団的自立があげられる。これは，新
秩序実現のための手だてとして重要視されている。1976
年にコロンボで開かれた第5回非同盟諸国首脳会議の
「経済宣言」でつぎのように指摘されている。
　「非同盟諸国国家・政府首脳は，発展途上諸国側の確
固たる集団的自立の精神のみが，新国際経済秩序の出現
を保障できると確信する。自立は，集団交渉力の行使を
つうじて国際的取引において自らの正当な経済的権利を
確保しようとする発展途上諸国側の固い決意を意味する
ものである。それはまた，発展途上諸国が公正な経済発
展過程が要求する規律にそれぞれしたがう用意のあるこ
とを意味する。またもっとも重要な点としては，それ
は．金融，技術，貿易，工業その他の分野において，発
展途上国間の協力の巨大な可能性を探求し，追求する意
志を意味する。」（23）
　第5にあげなければならないのは，世界経済のなかに
おける相互依存関係を尊重して，先進工業諸国の積極的
役割が発揮されることの重要性である。
　「非同盟諸国国家・政府首脳はs公正かつ平等の諸関
係の新時代をひらく責任はすべての国にあるが，とりわ
け先進諸国にあると認識している。しかし，こうした責
任は．経済的力をふるうものの肩により重くのしかかっ
ている。さらに新国際経済秩序の樹立は，国際経済関係
の主要分野のすべてにおける先進国側の断固とした有効
な行動が必要とされる。」（24）
　社会主義への移行が現実におこりっつある現在，また
世界市場の広大な部分が発展途上国となり，相互の協力
関係を自らつくりあげている以上，もはや帝国主義的な
世界経済の再編成の原理が適用される基盤は失われてい
る。非同盟諸国が結集してすすめている新しい国際関係
樹立のための運動は，国際経済の領域では，新国際経済
秩序の樹立を目標としている。先進国がこれに積極的に
参加することによって，自らを中心とした現在の秩序の
ゆきづまりおよびそのことによって生じている危機をも
克服していくことができるのである。
　（1）木下悦二「現代資本主義の世界体制」岩波書
　　　店，1981年，参照。
　（2）　外務省訳「新国際経済秩序樹立に関する宣言」
　　　（「南北問題資料集」外交時報社），1977年，26ペ
　　　ージ。
　（3）　阿部　統，行沢健三「世界経済の再編成」筑摩
　　　書房，1968年，27ページ。
　（4）　佐々木隆生「戦後国際経済関係再編成の構想と
　　　原理」　（北大・経済学研究，第30巻，第2号）
　　　1980年。
　（5）佐々木隆生，前掲論文，参照。
　（6）　寺本光朗「新植民地主義と南北問題」大月書店
　　　1978年。
　（7）　寺本光朗，前掲書，31ページ。
　（8）北田芳治「アメリカ・グローバリズムと地盤沈
　　　下」（「経済」195号）。　　　　　P．＿t
　（9）　「第3回非同盟諸国首脳会議宣言」（岡倉古志郎
　　　他「非同盟運動基本文献集」新日本出版社．1979
　　　年）参照。
（10）
（11）
（12）
（13）
（14）
（15）
同書　51ページ。
同書　229ページ。
同書　123ページ。
同書257～259ページ。
同書　433ページ。
ヨーゼフ・パイエストカ「20世紀末における三
　　つの社会経済体制」（J・N・パクワッティ編「経
　　済学と世界秩序」岩波書店），1978年，83ページ。
（16）　岡倉他，前掲書，393ページ。
（17）世界政治資料，1979年12月下旬号。
（18）　拙稿「発展途上国経済の危機の深化」（「経済」
　　1982年1月号）参照。
（19）U．N．“World　Economic　Survey　1979－1980”．
（20）　U．N．　op．　cit．
（21）　C・H・ソイカ「新国際秩序の出現」　（山岡喜
　　久男編「新国際経済秩序の基礎研究」早大出版部）
　　1979年，26ページ。
（22）　岡倉他，前掲書，260ページ。
（23）　同書　261ページ。
（24）同書　262ページ。
一95一
